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１．岐阜県 可児市 の概要



可児市文化創造センター（アーラ）

花フェスタ記念公園



（本題に入る前の確認）

可児市における定義 （ 「可児市 多文化共生推進計画（第３期）」 ～）

「外国籍市民」

本市では 「すべてを可児市民」 として市政運営を行う。

国籍が 日本か 外国籍かの違いだけ。行政サービスには国籍の違い

による差異は無いが、多文化共生施策を推進する際など、対象者を

明確にする必要がある場合は 実数を把握できる 「外国籍市民」 と

表記する。

→ 対象者が把握できない 概念的な用語を 行政用語では使わない

（国際交流協会などの使用を拒むものでは ない）

（例） 外国の文化を背景に持つ市民

外国にルーツを持つ市民

外国人市民（住民）



外国籍市民人口推移（各年４月１日現在）
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国籍別割合、在留資格別割合（2019年4月）

永住者

46%

定住者

32%

技能実習

7%

⽇本人の配偶者等

5%

永住者の配偶者等

3%

特別永住者

2%

その他

5%

フィリピン

44%

ブラジル

39%

ベトナム

5%

中国

5%

韓国･朝鮮

3%

その他

4%



0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

居
住

者
数

（
人

）

ブラジル

フィリピン

ブラジル，フィリピン国籍居住者数の推移（各年４月１日現在）



２．教育支援・不就学 ０ への取組み

文部科学省

2019年5月 ～ 「外国人の子供の就学状況等調査」

初めて行う 全国調査（小学生・中学生相当）

（2020.3 確定値）

調査対象 １２３，８３０ 人

不就学の可能性あり １９，４７１ 人 （15.7％）



可児市 では

2003年 ～ 2004年 外国籍の子どもの就学実態調査

外国籍家庭の全戸訪問調査 （各3回、調査員6人）
調査対象（3回目） 370 人

うち 不就学の可能性あり 25 人 （6.8％）

→ 「不就学 ０ （ゼロ）」 に 挑む決意
＊2005年（H17）

「外国籍児童・生徒の学習保障事業」の開始
適応指導教室 「ばら教室KANI」 を開設

＊2020年（R2）
「第2ばら教室ＫＡＮＩ」を開設



《学校教育課》
指定学校案内
就学願受付

入学通知書発行

《初期適応指導教室》
（ばら教室ＫＡＮＩ）

・外国籍児童生徒教育コーディネーター
を配置〈市費〉

②

《指定小・中学校》
・各校１名以上の外国籍児童生徒担当
職員を位置付ける（国際担当）
・通訳と支援員を配置

《可児市国際交流協会》
・義務教育相当年齢を担当するコーディ
ネーターを位置付ける〈市の委託事業〉

外国籍児童生徒教育に係る現状



就学にあたっての考え方

・就学を希望する すべての外国籍児童生徒に編入を

認める。

・国籍を問わず、日本での就学経験がない（日本語の

初期指導が必要な）児童生徒は、原則として指定学校

に学籍を置いたまま 「ばら教室ＫＡＮＩ」 へ通室する。

・「ばら教室ＫＡＮＩ」において、日本の学校のルールや

基礎的な日本語、学習を身につけてから在籍校に戻る。
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→
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教
室

１ 親子面談
２ 生活指導
（給食・掃除など）

３ 日本語指導
４ 学習指導
５ 儀式指導（修了式）

＊12週間のカリキュラム
＊6段階のグループ分け

修了＝在籍校に戻る
〈個別の支援計画引継ぎ〉

コーディネーター間の連携

不登校傾向の児童生徒
<適応指導>



３．外国籍市民相談窓口（市役所人づくり課）の対応
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住民登録 3,909件

27.3%

税金 3,127件

21.8%日本語不明 2,453件
17.1%国民健康保険 1,401件

9.8%

福祉 1,255件

8.8%

印鑑登録 623件
4.4%

学校 213件

1.5%

労働 9件

0.1%

その他 1,327件

9.3%

相談内容（2018・H30） 14,317件
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国際交流員(4人)

国際交流員
（職員）課長

受付

販売窓口

国際交流員(４人)国際交流員
（職員）課長

②電子案内板

⑤記載台

①待合スペース

③相談コーナー

拡充後（2019年７月～）

配置図（可児市役所人づくり課）



拡充後の様子（人づくり課）

待合スペース

電子案内板

ポケトークを用いた対応の様子

POCKETALK
(手のひらサイズ）



４．「市多文化共生推進計画」 の策定



地区別外国籍市民比率（％）（2019.4現在）



年齢別人口構成（2019.4現在）



＜現況調査＞外国籍市民意識調査 2018

対象者：16歳以上の外国籍市民

調査数

 郵送調査：1,985件（住民基本台帳から無作為抽出）

 窓口等調査：249件（市役所，教会，フレビア）

回収数（回収率：22.5%）

 郵送調査：254件 窓口等調査：249件

調査項目（49項目）

 ご自身について (11項目)

 仕事 (３項目)

 医療・保険 (４項目)

 ⽇本語学習 (４項目)

 防災 (３項目)

 ⽇常生活 (７項目)

 行政サービス (５項目)

 子ども (11項目)

 その他 (１項目)



多文化共生推進の体系
【基本理念】
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【施策の柱】 【基本施策】 【施策】

(1)情報の多言語化の推進
(2)情報伝達手段の充実

(1)学習環境の充実
(2)教育相談の充実

(1)外国人相談窓口の充実
(2)関係機関・団体との連携

(1)居住環境の整備
(2)労働環境の整備

(1)社会保障制度の周知
(2)子育て支援の充実

(1)防災意識の向上
(2)災害時対策の推進
(3)生活安全対策の推進

(1)人権尊重の意識づくり
(2)多文化共生の意識づくり

(1)地域社会への参加促進

(1)就学支援体制の充実
(2)学校教育の意識啓発

Ⅰ 言語における共生

Ⅱ 子どもの教育における共生

Ⅲ 暮らしにおける共生

Ⅳ 地域社会における共生

１ 言語の学習支援

２ 多言語情報の提供

１ 教育環境の整備

２ 就学支援の推進

１ 相談体制の充実

２ 生活基盤の充実

３ 社会基盤の充実

４ 防災体制の充実

１ 多文化共生の地域づくり

２ まちづくりへの参画

(1)⽇本語及び母語の学習機会の充実
(2)⽇本語及び母語の指導体制の充実



【 基本施策 】 の主な事業（令和２年度）

Ⅰ 言語における共生

・日本語教室の拡充（一般） （指定管理事業）
入門クラス～日本語能力試験対策講座（N２、N３）

・地域日本語支援者養成講座 （協会）
・子どもの母語教室 （協会）
・外国籍生徒のキャリア支援事業 （助成事業）
・外国語版広報紙、外国語版HPの充実 （市、協会）
・登録制メール及びFacebookによる情報発信 （市、協会）

Ⅱ 子どもの教育における共生

・外国籍児童・生徒の学習保障事業 （市教育委員会）
初期日本語指導教室「ばら教室KANI」の運営
国際教室や通訳サポーターによる在籍学校での支援

・定住外国人の子どもの就学促進事業（市委託事業） （協会）
・高校進学支援教室（県補助事業） （協会）



Ⅲ 暮らしにおける共生

・外国籍市民 相談窓口での対応 （市、協会）
・防災活動拠点としての体制整備（指定管理事業） （協会）

災害時多言語支援センターの立ち上げや運営訓練の実施

Ⅳ 地域社会における共生

・各種イベントの開催 （協会ほか）
・外国籍市民懇話会 （市）

（共通）
「可児市多文化共生推進計画（第３期）」の進行管理（市）



重点施策

（１）「やさしい日本語の普及」

・今後 多国籍化が進むと、全ての言
語への通訳の配置は困難であること
からも 「やさしい日本語」 の活用は重
要な施策。

・日本語が十分に理解できない外国
籍市民等に対して、日常生活に必要
な情報を正確に伝え 理解してもらうた
めに、難しい単語や表現を使わない
「やさしい日本語」の活用を推進する。



重点施策

（２）「災害時の情報伝達の充実」

・外国籍市民等の多くが地震や大規
模災害を経験したことがなく、防災に
関する知識の普及と啓発が必要に
なっている。

一方で、言葉の違いから 災害発生
時に各種警報などの情報が的確に伝
わらないことが予測される。

・可児市多文化共生センターでは、災
害の際に「災害時多言語支援セン
ター」として 多言語や やさしい日本語
による情報発信を行っているが、今後
も災害発生時の災害情報や支援情報
の発信について拡充を行う。



多文化共生の推進に向けて
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